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に
有
効
で
あ
る
と
考
え
ま
す
が
、

見
解
を
伺
い
ま
す
。

く
ら
し
安
全
部
長　

令
和
６
年

度
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
の

周
知
に
加
え
、
駐
車
ス
ペ
ー
ス
の

広
い
店
舗
や
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド

等
に
直
接
伺
い
、
同
補
助
金
に
つ

い
て
の
案
内
や
聴
き
取
り
調
査
を

実
施
し
ま
し
た
。事
業
者
か
ら
は
、

機
器
の
価
格
や
故
障
の
リ
ス
ク
な

ど
、
慎
重
な
意
見
を
い
た
だ
き
ま

し
た
。
一
方
で
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
組
合
か
ら
は
前
向
き
な
意
見
も

い
た
だ
い
て
お
り
、
現
在
、
具
体

的
な
案
内
も
さ
せ
て
い
た
だ
い
て

い
る
状
況
で
す
。
充
電
設
備
設
置

の
義
務
化
に
つ
い
て
は
、
国
、
県

及
び
近
隣
自
治
体
等
の
動
向
を
注

視
し
、
研
究
し
て
い
き
ま
す
。

０
０
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
私
の

と
こ
ろ
に
は
、
子
育
て
世
帯
へ
の

支
援
だ
け
で
な
く
、
高
齢
者
世
帯

へ
の
支
援
が
も
っ
と
な
い
の
か
と
、

支
援
策
を
求
め
る
市
民
の
声
が
多

く
寄
せ
ら
れ
て
い
ま
す
。
高
齢
者

世
帯
に
火
災
予
防
機
器
の
給
付
や

補
助
を
す
る
こ
と
で
、
こ
の
よ
う

な
市
民
の
皆
さ
ん
の
声
に
応
え
ら

れ
る
と
考
え
ま
す
が
、
市
長
の
所

見
を
伺
い
ま
す
。

市
長　

本
市
と
し
て
は
、
生
き

が
い
や
健
康
づ
く
り
の
推
進
と
法

令
等
に
定
め
ら
れ
た
サ
ー
ビ
ス
を

必
要
な
方
に
届
け
る
た
め
、
新
た

な
給
付
で
は
な
く
、
環
境
づ
く
り

等
に
主
眼
を
置
い
た
事
業
の
実
施

を
優
先
す
る
べ
き
で
あ
る
と
考
え

て
い
ま
す
。

電
気
自
動
車
の
効
果
的
な
運
用

に
は
、
使
用
し
な
い
時
間
帯
に
充

電
で
き
る
よ
う
、
自
宅
や
事
業
所

に
充
電
器
を
設
置
す
る
こ
と
が
重

要
で
す
。
本
市
の
電
気
自
動
車
等

用
充
電
器
設
置
補
助
金
は
、
評
価

す
べ
き
事
業
で
す
が
、
残
念
な
が

ら
同
補
助
金
の
活
用
が
進
ん
で
い

ま
せ
ん
。
適
用
対
象
と
な
る
事
業

者
や
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合
な
ど

か
ら
は
ど
の
よ
う
な
意
見
が
あ
っ

た
の
か
お
示
し
く
だ
さ
い
。ま
た
、

東
京
都
で
は
、
駐
車
場
設
置
台
数

が
一
定
数
以
上
の
建
物
を
新
築
す

る
際
に
は
、
充
電
設
備
や
配
管
等

の
整
備
が
義
務
づ
け
ら
れ
ま
す
。

本
市
に
お
い
て
も
、
充
電
器
の
設

置
を
努
力
義
務
と
す
る
な
ど
の
施

策
も
充
電
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
推
進

火
災
予
防
機
器
の
給
付
や
購
入

補
助
に
つ
い
て
、
一
般
世
帯
全
部

を
対
象
に
す
る
と
い
う
こ
と
で
は

な
く
、
特
に
高
齢
者
世
帯
に
向
け

て
普
及
す
る
こ
と
を
主
眼
に
し
て

質
問
し
ま
す
。
兵
庫
県
尼
崎
市
や

埼
玉
県
ふ
じ
み
野
市
で
は
、
寝
た

き
り
高
齢
者
及
び
独
り
暮
ら
し
高

齢
者
な
ど
の
日
常
生
活
に
お
け
る

安
全
の
確
保
を
支
援
す
る
た
め
、

火
災
警
報
機
、
自
動
消
火
器
、
電

磁
調
理
器
を
給
付
し
て
い
ま
す
。　

ま
た
、
東
京
都
立
川
市
で
は
、
高

齢
者
火
災
予
防
機
器
給
付
助
成
事

業
で
、
火
災
予
防
機
器
の
購
入
補

助
を
行
っ
て
い
ま
す
。
自
動
消
火 

装
置
は
１
個
ま
で
で
限
度
額
は
２ 

万
８
７
０
０
円
、
電
磁
調
理
器
は 

１
個
ま
で
で
限
度
額
は
４
万
１
０ 

高
齢
者
世
帯
に

火
災
予
防
機
器
の
給
付
や
補
助
を

守
谷　

浩 

一 

議
員《
日
本
共
産
党
座
間
市
議
団
》

市
内
に
お
け
る
電
気
自
動
車
等
用

充
電
器
設
置
の
推
進
に
つ
い
て

星
野　

郁 

議
員
《
あ
お
ぞ
ら
ひ
ま
わ
り
の
会
》

※要旨のみ掲載していますので、詳細は市ホームページでご確認いただくか、
議会事務局までお問い合わせください。　☎０４６（２５２）８８７２

議会では３月定例会で、次の意見書を可決し、直ちに関係機関に議会では３月定例会で、次の意見書を可決し、直ちに関係機関に
提出しました。提出しました。

意見書意見書（要旨）（要旨）

　

次
の
陳
情
は
、３
月
定
例
会

の
民
生
教
育
常
任
委
員
会
で

審
査
が
行
わ
れ
ま
し
た
が
、閉

会
中
の
継
続
審
査
に
決
ま
り
ま

し
た
。

　

陳
情
第
14
号　

市
立
プ
ー

ル
の
夏
季
開
放
再
開
に
向
け
た

検
討
を
行
う
こ
と
を
求
め
る

陳
情

　

請
願
・
陳
情
は
い
つ
で
も

受
け
付
け
て
い
ま
す
。提
出

さ
れ
た
請
願・陳
情
は
年
４

回
開
催
さ
れ
る
定
例
会
に

お
い
て
審
査
さ
れ
ま
す
。　

　

請
願・陳
情
の
記
入
例
は

市
議
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、提
出
の
際
に
ご
不

明
な
点
や
定
例
会
ご
と
の

締
切
日
は
、議
会
事
務
局
に

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
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請
願
・
陳
情
の

提
出
に
つ
い
て

性犯罪の再犯防止の取組への支援の強化を求める意見書

　政府に対し、次の事項について所要の措置を講ずるよう強く要望
する。
１�　性犯罪をした者に対し、矯正施設等を出所した後も自治体によ

る再犯防止プログラム等を受ける意義について啓発を図ること。
２�　再犯防止プログラム等への参加につなげるため、性犯罪をした

者が矯正施設等を出所する際に、当事者の住所等を任意で国に届
け出る仕組みをつくり、届け出られた情報を自治体に提供するこ
と。

３�　自治体では、性犯罪の再犯防止に必要な知識や技術を十分に有
していないことから、再犯防止に係る人材の育成について支援す
ること。

【提出先】�内閣総理大臣、総務大臣、法務大臣、厚生労働大臣、
衆議院議長、参議院議長

若者の政治参加を促進する抜本的改革を求める意見書

　政府に対し、様々な権利が得られると同時に相応の義務を負うこ
とになる成人年齢との均衡や、選挙権年齢と被選挙権年齢を一致さ
せている国際的な潮流を踏まえ、被選挙権年齢については満１８歳
以上に引き下げるとともに、若者の政治参画を促進するため、立候
補時の年齢に応じた供託金の見直しや地方議会議員の報酬の在り方、
さらには、若者団体の活動継続に必要な支援の在り方等について、
抜本的な改革を行うことを要望する。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、衆議院議長、参議院議長

有機フッ素化合物汚染に関する意見書

　国に対し、国の責任において次の事項を求める。
１�　河川及び地下水の有機フッ素化合物汚染の原因を究明し、適切

な対策を講ずること。
２�　現在、水質汚濁防止法の要監視項目、水道法の水質管理目標設

定項目となっているＰＦＯＳ、ＰＦＯＡについて、それぞれ環境
基準及び水質基準を設定し、規制項目とすること。

３�　地方公共団体が行う有機フッ素化合物調査及び対策に係る経費
について、財政的措置を講ずること。

【提出先】�内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣、環境大臣、
衆議院議長、参議院議長

身寄りのない高齢者等が抱える
生活上の課題に対するための意見書

　政府に対し、身寄りのない高齢者が、身元保証人等に頼ることなく、
安心して暮らすことができるよう、次の事項を強く求める。
１�　病院や福祉施設等が身元保証人等を付けることを入院・入所の

要件とせず、身元保証以外の代替措置を講ずること。
２�　単身高齢者の包括支援プラットフォームと本人に寄り添った意

思決定の支援を安価に利用できるよう、法整備をすること。
【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、法務大臣、厚生労働大臣、

消費者庁長官

高額療養費制度の自己負担限度額引上げの
凍結を求める意見書

　政府に対し、高額療養費制度の自己負担限度額引上げを凍結し、
持続可能な制度の構築に向けた議論を進めるよう求める。

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、厚生労働大臣

再審法改正を求める意見書

　国に対し、次の事項を求める。
１　再審請求手続における証拠開示の制度化
２　再審開始決定に対する検察官の不服申立ての禁止

【提出先】内閣総理大臣、総務大臣、法務大臣、衆議院議長、
参議院議長


